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はじめに

電力の安定供給を考える上で、環境との適合性を確保することは避けて通れない

重要な課題となっている。現在、2020年に向けてＣＯ2削減に係る中期目標の策定作

業が進んでおり、また 2008 年７月に閣議決定された「低炭素社会づくり行動計画」に

おいては 2050 年に 60～80％の長期的な削減目標が掲げられている。

具体的な政策対応としても、従来の石油代替エネルギー政策から、「非化石エネル

ギー」の開発及び導入促進を図る方向に法的枠組みを見直すことが提案されている。

この見直しが固まれば、電力分野においては、その新たな枠組みの下で、2020 年ま

でに非化石電源比率を 50％以上にする等非化石エネルギーの利用を拡大すること

が義務付けられることとなる。こうした局面において、太陽光発電などいわゆる新エネ

ルギーの導入の将来性について注目が集まっている。

一方、開発の歴史が相対的に古く、既に電力の安定供給に一定の役割を果たして

いる地熱発電については、純国産の再生可能エネルギーとしてその潜在的な開発可

能性が相当に残されている。加えて、地熱発電は、原子力等と同様のベース電源とし

て活用可能な供給安定性も有する点で、優れた再生可能エネルギーとも言える。し

かしながら、開発リスク、採算性、開発規制や温泉事業者の反対といった課題の前で

開発が足踏みをしてきた。1999 年に八丈島での地熱発電所が操業して以降、具体的

な開発案件は出てきていない。

今回の研究会では、このような現実を十分認識し、地熱発電の現実的な開発可能

性を改めて評価することとした。地熱発電の開発は、開発事業者が主体となって進め

るものだが、この開発を促進していくため、規制・振興の両面での制度のあり方を検

討するとともに、温泉や自然公園との関係等を整理し、新たな政策パッケージを打ち

出す基礎を設定するよう努めた。また、当面数年間のうちにも本格的な開発プロジェ

クトが具体化するよう、地に足の着いた政策論を展開することを心がけた。

本報告書は、４回にわたる研究会において、幅広い議論を行い、とりまとめたもの

である。
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１．我が国の電力供給における地熱発電の役割

地熱発電は、発電時にCO2を排出しない、純国産の再生可能エネルギーである。

また、再生可能エネルギーの中では、天候に左右されずに、年間を通じて安定した

電気を供給することが可能な電源であるため、設備利用率が高い（地熱 70％、風

力 20％、太陽光 12％）。

我が国初の地熱発電所である松川発電所は、1966 年に運転を開始して既に 40

年以上経過しているが、現在も安定して運転されている。

地熱発電では、運転開始後に補充井の掘削等は必要であるが、燃料を必要とし

ないことから、長期間にわたる安定した発電が可能である。水力発電と同様に長期

安定的に運転されることにより、経済性を発揮し、電気料金の安定化に貢献してい

る。
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２．地熱発電事業の現状

（１）世界の地熱発電の動向

世界的に地球温暖化問題への対応が求められる中において、アメリカ合衆国、

フィリピン、インドネシアなどの地熱資源国においては、大規模な開発目標を掲

げ、地熱発電の開発に積極的に取り組んでいる。

一方、我が国は、世界第３位の地熱資源量を有していながら、設備容量では

世界第６位に止まっている。

（出典：「地熱発電の開発可能性」（独）産業技術総合研究所地圏資源環境研究部門 矢野雄策）



5

（２）我が国の地熱発電が置かれている厳しい現状

現在、我が国の地熱発電は、全国 18 地点で行われ、合計 53 万ｋW の設備容

量、31 億ｋWｈの発電電力量（電気事業用）を有する。しかし、この発電電力量は国

内の総発電電力量の約 0.3％と、非常に小さいシェアにとどまっている。それでも

2007 年度末の時点では太陽光や風力の発電電力量よりも大きくなっている。

（出典：「地熱発電の現状と動向」２００８年（社）火力原子力発電技術協会）

1966 年に松川発電所が我が国初の地熱発電所として運転を開始し、1990 年

代には 9基、合計出力約32万ｋWが加わり、開発のピークを迎えた。その多くは、

石油危機以降の原油価格等の高騰期において、石油等燃料を使用する火力発

電に対するコスト競争力をある程度有していた時期に本格的調査を開始した地

点である。しかし、1999 年の八丈島地熱発電所の運開以降は、新規立地がな

い。

近年の電気事業制度改革が順次進められる中で、すべての需要分野が総括

原価制度の下にあった時代に比して、電気事業者の投資に対する姿勢、コスト・
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ベネフィットの評価に基づく投資判断は、より慎重なものとなってきている。

このような環境変化の中で、複数の企業が地熱発電事業から撤退し、新規参

入者もいない状況が続いている。

（出典：「地熱発電の現状と動向」2008 年（社）火力原子力発電技術協会）

（３）地熱発電の課題

地熱発電は、地下に存在する熱資源を活用することから、開発リスクが高い、

開発コストが大きいといった課題を抱えている。その低減のために、国が先導的

に地熱資源の調査を行い開発リスクの低減を図るとともに、調査、建設、運転の

各段階において、コスト低減、環境保全、立地促進等を目的とした各種開発支援

策を実施してきている。

また、地熱資源の多くが自然公園法に基づく国立、国定公園内や温泉地の近

傍に存在する。開発に際しては、温泉事業者との調整が必要となり、また、坑井

を掘削して地下の熱水を取得する行為を伴うことから、自然公園法、温泉法等

の規制を受けることとなる。
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これらの課題等を個別に見ると以下のとおりである。

①開発リスク

地熱発電においては、新たに地下深部の調査を行い、発電計画の策定に

必要な地熱流体のデータ等を取得する必要がある。しかし、現行の最新の探

査技術等を用いても、地熱系モデルを構築することは容易でなく、また、これ

を用いた地熱貯留層評価の予測値と実測値を完全に一致させることはできな

い。このため、坑井掘削位置の効率的な選定や運転後における地熱貯留層

の管理等に関して不確かな部分が残り、開発の結果、計画どおりの蒸気量が

確保できないなどの開発リスクがある。こうした開発に伴うリスクの存在は、既

存の事業者による開発に対する意欲を減退させるとともに、新規参入者を増

やす上での障害ともなっている。

我が国の地熱資源量の把握については、独立行政法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構（以下「NEDO」という。）が行ってきた地熱開発促進調査

によって、大規模な地熱発電所の建設が可能な高温熱資源の分布がほぼ解

明されるなど一定の成果を上げてきたといえる。

しかしながら、現在ある資源量調査の結果は精度の面で未だ十分ではなく、

今後、地熱発電の具体的な開発に結びつけていくためには、精度、信頼性の

高いデータを整備することが重要である。

②開発コスト

地熱発電には、次のようなコスト増加要因がある。

・ 開発のリードタイムが通常 10 年以上と長く、この間の人件費、金利等が

負担となる。

・ 調査・開発段階で多数の坑井を掘削する必要があり、これに多額の費用

を要する。

・ 基幹送電線から離れた場所で行われることの多い地熱発電所の建設に

当たって、新規の送電線の建設が必要な場合があり、これに多額の費用

を要する。

・ 運転中にシリカスケールの付着等から、蒸気生産井や還元井の減衰等

を招き、追加的に補充井の掘削等が必要となる。

これらのため、NEDO が行った地熱開発促進調査（戦略的全国調査）に基

づく試算の結果における 15 年平均発電コスト（現行制度）は、9.2 円／kWh～

21.7 円／kWh（平均 14.1 円／kWh）と他の電源に比べ割高なものとなってい

る。

近年、電気事業においては経営効率化の推進、これによる電気料金の低
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廉化が大きな政策課題となっている。これを背景として、一般に火力発電に比

較してスケールメリットが得られにくく、短期的な評価で発電コストが高くなりが

ちな地熱発電については、経済性の面で開発のインセンティブが働きにくい状

況にある。

一方、石油危機以降、石油等燃料を使用する火力発電に対するコスト競争

力をある程度有していた時期には地熱発電の開発が進んだ歴史があることか

ら、他電源との相対的な経済性の動向によっては開発のインセンティブが高ま

る可能性はある。

③自然公園法等の関係法令の諸規制

国立、国定公園内においては、自然公園法に基づき、風景や自然環境の保

護のため、工作物の設置、木竹の伐採、土石の採取等の開発行為が規制され

ている。地熱発電の開発計画については、通例、大型工作物の設置、樹林の

伐採、地形の改変などを伴う。こうした風景や自然環境に影響を及ぼすような

地熱発電は、国立、国定公園内の特別地域等、自然環境保全上重要な地域に

おいては、避けることを基本とすべきとして取り扱われている。

一方、地熱資源を調査したり、地熱発電を開発するために坑井を掘削する際

には、温泉法に基づき都道府県知事の許可が必要となる。その際、周辺の既

存源泉の所有者から同意書を得るよう指導している都道府県もある。また、温

泉法では、温泉の掘削等の許可について、温泉資源の保護に関しては、「温泉

のゆう出量、温度又は成分に影響を及ぼすと認めるとき」を除いて許可をしな

ければならないことのみを定め、その具体的判断基準は定めていない。そのた

め、都道府県においては、温泉保護のため掘削等を制限する特別な区域を定

めたり、既存源泉から一定距離内での掘削を認めない距離規制を行ったりする

ことで、審査基準の具体化を図っている例が多い。こうした規制が科学的・客観

的に見て過度なものとなる場合には、開発を進めるに当たっての大きな制約と

なってきた。

地熱発電は環境影響評価法の対象である出力 1 万ｋＷ以上が必ず環境影

響評価を行わなければならない第１種事業に、出力 0.75 万ｋＷ以上 1 万ｋＷ未

満が環境影響評価を行うかどうかのスクリーニングを行う第２種事業に位置付

けられている。また、条例によって、更に小規模なものも環境影響評価の対象

としている都道府県もある。地熱発電は第１種事業が 1 万ｋＷ以上と火力の 15

万ｋＷ以上や水力の 3 万ｋＷ以上に比べ小規模なものまで対象となっており、

事業者の負担が重いという課題もある。
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なお、地熱発電で利用する蒸気、熱水は、一般の火力発電設備で利用する

蒸気に比べて低温、低圧であるが、電気事業法における保安規制においては、

地熱発電は火力発電設備に含まれており、同様の規制がかかっている。その

ため、温泉発電等小規模な地熱発電においても、ボイラー・タービン主任技術

者の選任等が必要となり、発電コストを押し上げる要因にもなっている。

④地元温泉事業者等との調整

地熱資源のほとんどが温泉地に近接しており、地熱発電の開発に際して、温

泉の枯渇等に対する懸念を抱く温泉事業者等からの反対があると、温泉法の

許可手続が円滑に進まない場合もある。また、温泉法の許可が得られたとして

も、反対がある中での坑井の掘削は困難であり、地熱発電の開発が不可能と

なる。それが可能な場合でも、温泉事業者等との調整に時間を要し開発期間

が長期化することになる。

３．今後の地熱発電の開発見通し

（１）地熱発電の開発可能性

独立行政法人産業技術総合研究所（以下「産総研」という。）が行った我が国の

地熱資源量評価によれば、温度が 150℃以上の地熱資源量は、約 2,347 万ｋW と

試算されている。地熱資源は、日本全国に広く分布しており、特に、年間日照時間

が短く太陽光発電の普及が難しい北陸や東北、北海道の日本海側のポテンシャル

が大きい。そのうち国立、国定公園の特別保護地区・特別地域以外の開発可能な

地域の地熱資源量は約 425 万ｋW となっており、現在の設備容量合計 53 万ｋW と

比較すると今後の開発可能性は大きく残されているといえる。

さらに、同じ産総研の地熱資源量評価によれば、より低い温度領域での温泉発

電の開発に有望な資源量（53℃～120℃の熱資源量）は、833 万ｋW と試算されて

いる。



10 
 

（２）地熱開発促進調査結果に基づく開発可能資源量

上記のような地熱資源量評価によって明らかとなった、我が国における新規の

地熱有望地域について、NEDO が先導的に地表調査や掘削を行って地熱資源量

の概略を把握した。2001 年度に NEDO がその結果を取りまとめた「地熱開発促進

調査（戦略的全国調査）」の試算を基に、新たに条件を追加して発電コストを試算し、

発電コストごとの累計出力量を算定した。それによれば、発電コストが 12 円／kWh

を下回るものが 43 万ｋW、15 円／kWh を下回るものが 69 万ｋW、20 円／kWh を下

回るものが 89万ｋWであった。

（出典：「地熱開発促進調査結果に基づく開発可能資源量について」NEDO試算）

（３）新技術の活用等によって増加可能な発電量

①既設地熱発電所における増加可能な発電量

既設地熱発電所に関しては、その敷地内から、地表に出ないコントロール掘

削によって、自然公園内の地下に賦存する地熱資源を利用することを前提に増

加可能発電量を算定した。それによれば、これまでの調査結果から自然公園内

の地下の資源量が類推できる 5地域の試算結果の合計は 9.7 万ｋWであった。

また、これまで既設発電所において利用されずに地下に還元されていた熱水

をバイナリー発電1により利用することを前提に増加可能発電量を算定した。そ

れによれば、7 地域で試算が可能であり、その結果の合計は送電端で 1.3 万ｋW

～2万ｋWであった。

1 バイナリー発電：一般に 80～150℃の蒸気や熱水を熱源として、低沸点の媒体を加熱・蒸発させて、その蒸気でター
ビンを回し発電する方式。通常発電より低い温度で利用が可能で、多くの温泉井等で適用できる可能性がある。
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②温泉発電の事業性と普及目標

全国の発電規模の分布を求めた「2050 年自然エネルギービジョン（地熱）」（日

本地熱学会及び日本地熱開発企業協議会、2008）のベースシナリオにおける普

及目標に基づくと、前述の有望な資源量833万ｋWのうち、現実的な温泉発電の

発電量は 2020 年で約 12万ｋW、2030 年で約 33万ｋW となっている。

③離島における地熱発電の可能性

中長期的な化石燃料価格の高騰への懸念や地球環境問題の観点から、ディ

ーゼル発電が多い離島での電力供給を地熱発電によって行うことが将来課題と

なる可能性があると指摘されている。

地熱発電はベース電源として活用可能な供給安定性を有した再生可能エネ

ルギーであり、今後、化石燃料価格が高騰すればディーゼル発電の代替電源と

しての導入が期待できる。しかしながら、離島の状況は多様であり、導入の可能

性については、離島の電力需要の状況、化石燃料価格、地熱資源の可能性等

を総合的に判断する必要がある。



12 
 

（４）今後の地熱発電の追加的開発可能量の試算

以上を踏まえ、仮に地熱発電の相対的な経済性が向上し、発電原価 12 円／

kWh のものまで建設できる、15 円／kWh のものまで建設できる、20 円／kWh のも

のまで建設できるとそれぞれ仮定して、追加的開発可能量を試算すると以下の表

のとおりとなっている。ここでは、開発リスク、開発コスト低減に向けた環境整備が

図られ、地熱発電の開発に関する経済性が向上し、かつ、地元調整等を含めて１０

年以内に発電所を建設できることを前提としている。

４．地熱発電の事業性を向上させるための環境整備

（１）地熱発電の経済性を踏まえた投資環境の整備

地熱発電は開発ポテンシャルが大きく、設備利用率が高く、年間を通じて安定し

た電気を供給することができる。また、現時点では太陽光発電に比較して費用対効

果でも引けをとらない。また、ベース電源として利用することが可能であることから

いわゆる kW 価値も評価できる。したがって、発電時に CO2 を排出しない再生可能

エネルギーの中でも優れた特性を持っていることから、太陽光発電や風力発電等

とともに、導入拡大が必要である。

上記のとおり、地熱発電については、地熱資源量や送電線経費等、個別地点の

状況によりその経済性が異なる。現時点でも、発電コストが10円／kWhを下回る地

点が数カ所あり、今後他の条件が整えば、そのような比較的発電コストが低い地点

から順次開発されていくことになると考えられる。具体的には、中長期的に、火力

発電の燃料費が上昇していくことが見込まれる中で、相対的に経済性に優れる地

地熱発電の２０２０年度導入量の試算

発電原価１２円／ｋＷｈのものまで建設できるとすると

６７万ｋＷ ４１億ｋＷｈの増加

発電原価１５円／ｋＷｈのものまでとすると

９３万ｋＷ ５７億ｋＷｈの増加

発電原価２０円／ｋＷｈのものまでとすると

１１３万ｋＷ ６９億ｋＷｈの増加

※なお、温泉発電及び既設地熱発電所の増加分２４万ｋＷ、１５億ｋＷｈを含む。

また、発電電力量については、これまでの稼働率実績７０％を用いて試算。
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点から開発が進んでいくことになる。また、今後はこうしたコストに加えてＣＯ２排出

に係る経済コスト負担も考慮されることになるため、地熱発電の有利性が増し、開

発の時期が前倒しになることも考えられる。

（出典：資源エネルギー庁作成）

一方、地熱発電の開発には、通常地元調整等を含めて１０年以上の期間を要す

る。不確実性のある将来の状況を見越してなるべく早い事業化を促進するために

は、現時点から開発インセンティブを付与することが必要になる（上図参照）。当面

割高な電源であっても、中長期的には経済的かつ安定的な電源となっていくことを

見込んで地熱発電についても、これを加速する投資環境の整備が求められる。

また、地熱発電の経済性は、個別地点の状況により異なることから、開発インセ

ンティブ付与の方法として、開発地点にかかわらず、一定のコストで買い取るという

方法は必ずしも適切とは考えられない。こうした性質を有する地熱発電については、

現行のＲＰＳ制度2を基本としつつ、その導入量を増加させる支援策を検討すること

が適切である。

現在、ＲＰＳの認定基準において、対象となる地熱発電の要件は「地熱資源であ

る熱水を著しく減少させない発電の方法であること」となっており、これまでＲＰＳ制

度の認定を受けたのは八丁原発電所のバイナリー１基のみである。

今後、導入量の拡大が期待できる地熱蒸気を直接利用して発電する蒸気フラッ

2 「Renewables Portfolio Standard」制度の略で、新エネルギー間の競争を促しつつ、電
気事業者に新エネルギー等を電源とする電気の一定割合以上の利用を義務づけるもの。
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シュ型についても、先進的貯留層管理システム3の導入など地熱資源を適正に管

理すること等により、熱水を著しく減少させないことは可能であり、こうした観点から

蒸気フラッシュ型について積極的にＲＰＳ法の対象とするための方策を検討すべき

である。

なお、RPS 制度において地熱発電の対象範囲を拡大しようとする場合、その対

象範囲に含まれる既存の発電施設の取扱いが問題となる。今後の検討に当たって

も、既に減価償却が進んでいる既存の地熱発電所（基本的に蒸気フラッシュ型）を

同様の取扱いとし、いわゆる RPS 価値を含む高い価格でその電気を購入すること

は、再生可能エネルギーの導入を拡大するとの政策面では意義のないコストが追

加的な消費者の負担となってしまうことに留意が必要である。

（２）開発リスク、開発コスト低減のための方策

地熱発電の開発リスク・コストを低減し、開発の具体化に結びつけていくために

は、これまで実施してきた地熱開発促進調査による資源量の把握だけではなく、更

に調査地点を絞った上で、国が事業化を促進するための調査を行うべきである。

具体的には、次のような観点を盛り込んだ調査を行い、地熱発電の開発に必要不

可欠な精度、信頼性の高いデータの整備等を図ることが必要である。

・ 地点公募方式を見直し、国の開発目標に合わせた地点の選定

・ 地点の状況に合わせた柔軟な調査と高精度の資源量評価（長期噴気試験と

モデル化）等

・ 調査結果データ等の積極的公表

・ 事業化プログラムの作成（学識経験者、地元関係者等も含めた委員会での検

討）

この際、国の負担で行う調査と民間事業者のリスクで行う調査の役割分担、国

の負担で行った調査結果の管理・譲渡方法等についての検討も行う必要がある。

また、経済性の問題を理由として事業化を見送っている事業者に対して、開発イ

ンセンティブを与える上で、初期開発コスト低減に資するために、地熱発電開発費

補助金の補助率、補助対象の拡充等を図ることも効果的である。

具体的には、次の 2点を検討することなどが考えられる。

・ 補助率を太陽光、風力等の新エネルギーと同等程度まで引き上げるとともに、

3 体系的に地熱貯留層を維持・管理する新しい総合システム
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バイナリー型と蒸気フラッシュ型の方式の違いによる補助率の違いを解消す

ること

・ 初期開発コスト高の要因の一つになっている送電線経費についても補助対象

とすること

同時に、地熱貯留層評価技術等の更なる高度化やスケール・酸性流体対策技

術の開発等、開発リスク・コストを低減するための技術の開発に取り組むことにより、

経済性の向上を図ることも必要である。

（３）温泉発電普及のための方策

現在、2010 年度の完成を目途に 50ｋＷ級の温泉発電の開発が進められている。

温泉発電は、既存の高温温泉を利用して発電を行うことから、発電事業者の立場

から見れば、開発リスクがなく、また、発電だけでなく、使用した冷却水を温泉施設

の給湯や暖房のために供給することも可能である。温泉事業者の立場から見ても、

温泉の枯渇に結びつくという懸念がないばかりか、温泉施設のエネルギーコストの

低減、ＣＯ２排出低減にも資するものである。このように、温泉発電は温泉事業者

にとってもメリットが大きいものであり、この普及を通じて地熱発電に対する理解を

深めてもらうことは、地熱発電と温泉事業との共存共栄を図る上でも有効である。

一方、現在 50ｋＷの温泉発電用ユニット１台（標準的な設置工事等を含む）の価

格は、約 8,000 万円、発電コスト 22 円／ｋＷｈ程度4になる見通しである。製造事業

者は、量産効果による製造コストの低減、低コスト化のための更なる研究開発を通

じて、2015 年頃までに製造コストを 1／2程度まで低減することを目指している。

しかしながら、それでもなお、温泉事業者等の小規模事業者にとって導入コスト

が大きな負担となる可能性がある。計画どおりに発電コストの低減を図り、2020 年

度約 12 万ｋＷという前述の目標を達成するためには、量産効果が現れるまでの初

期導入支援や更なる低コスト化のための研究開発支援等が必要であると考えられ

る。

4 発電コスト２２円／ｋＷｈには、坑井掘削・維持費、給湯配管・送電線工事費、ボイラータービン技術者専任の労務
費を含んでいない。
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（４）自然公園法等の関係法令に基づく諸規制への対応

①自然公園法への対応

これまでの調査結果によれば、地熱発電の有望地の大半が自然公園内に存

在するとされている。その上、前述のとおり、国立、国定公園内の特別地域等自

然環境保全上重要な地域においては、地熱発電を避けることを基本とすべきと

して取り扱われている。

一方、以下の地熱発電については、自然公園法に基づき、風景や自然環境に

対する影響の程度を個別に検討し、開発の適否を判断されることになる。

・ 自家用等小規模な地熱発電

・ 自然公園内の地表部に影響を及ぼさないで地下に賦存する地熱資源を利

用する方法による地熱発電

・ 国立、国定公園の約 2割に当たる普通地域内における地熱発電

（参考）第１７１回国会 環境委員会 第３号 平成二十一年三月二十四日 環境省答弁より抜粋

国立・国定公園内における地熱発電の開発計画というものを見てみますと、通例やはり、各種の大

型の工作物の設置あるいは樹林の伐採、地形の改変というものを伴うということが一般的でございま

して、風景あるいは自然環境に対する影響は相当程度大きいものというふうに認識をしております。

このため、代替性のないといいますか、非常に重要な自然を有する国立・国定公園内の中でもとり

わけ重要なところを特別地域としておりますが、こういう重要な地域におきましては、風景や自然環

境に影響を及ぼすような地熱発電というのは避けるべきであると、これを基本とすべきと、こういう

ふうに考えております。

一方で、自家用など小型、小規模な地熱発電、また、国立公園等の地面、地表部に影響を及ぼさな

い方法による地熱発電、さらには、国立・国定公園の中でも全体の約二割に相当しますが、普通地域

というところがございます。そういう地域における地熱発電につきましては、風景、自然環境に対す

る影響の程度を個別に検討いたしまして開発の適否というものを判断することとしておるところで

ございます。

自然はいったん破壊されると元に戻すのは困難であり、国立、国定公園内の

特別地域等自然環境保全上重要な地域内での開発には慎重な対応が必要で

ある。今後の地熱発電の開発の進め方としては、上述の個別判断の対象となる

発電形態において、新規開発を検討することが現実的であると考えられる。

具体的には、まず既存の地熱発電所から自然公園内の地表部に影響を及ぼ

さないコントロール掘削による開発を積極的に進めるべきである。「新技術の活

用等によって増加可能な発電量の試算」（地熱発電に関する研究会試算）」によ

ると、この方法による開発ポテンシャルを 9.7 万ｋW と紹介しているが、その開発

に向けて具体化のための検討や規制当局との調整が進められるべきである。ま

た、前述の温泉発電用ユニットを自然公園内の小規模発電に活用することも考

えられる。

また、中長期的には、国立、国定公園内における地熱発電の開発に係る問題
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点に関して調査を行い、風景、風致等のとらえ方及びそれに対する影響をできる

限り低減する地熱発電開発の在り方について検討した上で、規制当局の理解を

得るべく調整を図っていくことも必要である。

②温泉法への対応

地熱開発促進調査や地熱発電の開発のための坑井の掘削には、温泉法に

基づく都道府県知事の許可が必要である。本来、温泉法の許可や、許可条件に

反した場合の採取制限命令は、温泉の掘削等がゆう出量等に及ぼす影響につ

いての科学的根拠に基づき行われるべきものである。しかし、実際には、温泉の

賦存量に関するデータや温泉の汲み上げによるゆう出量等への影響に関する

科学的知見が不足しており、十分な科学的根拠に基づき、許可及び採取制限命

令を行うことは難しい現状にある。

これらの状況を踏まえ、環境省では、温泉の掘削等の不許可事由の判断基

準について、一定の考え方を示すために、「温泉資源の保護に関するガイドライ

ン（平成 21 年 3 月環境省自然環境局）」を策定した。しかしながら、本ガイドライ

ンは、次のようなものと性格付けられている。

・ ごく一般的な温泉資源の状況を念頭に記述をしたものであること

・ 現時点での限られた知見を基に作成された暫定的な性格のものであること

・ 本ガイドラインの更新に向けて、当面、大深度掘削泉、未利用源泉、温泉の

利用形態等の課題があり、課題を解決するため、様々なデータの収集や法

的な議論を進める必要があること

地熱発電は既に40年以上の実績があり、これまでの地熱発電の開発、運転

を通じて、大深度掘削、地質の構造等の豊富なデータ、知見が得られている。

これらのデータ、知見を本ガイドラインの更新に生かしていくことは、地熱発電

の開発、運転が近接する温泉地の温泉資源に影響を及ぼさない方法で行われ

ていることを明確にし、温泉の枯渇等に対する懸念を払拭する上で重要である。

今後、これらのデータ、知見を本ガイドラインの更新に生かせるよう、関係者間

で調整を図っていくことが必要である。

③環境影響評価法等への対応

環境影響評価の負担が重い点に関しては、その手続きには 3～4 年と長期間

を要する場合もあるが、手続きの短縮も可能となっている。具体的には、方法書

の手続きにおいて、周辺環境の状況や発電方式等の環境影響の程度によって

は、評価項目及び調査、予測、評価手法の簡略化が認められる場合がある。地

熱発電は、近年開発が進んでいなかったこともあり、環境影響評価法の適用を
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受けた事例は未だない。今後、開発を行う際には、環境影響の小さい工法や設

備を積極的に導入することにより、評価項目及び調査、予測、評価手法の簡略

化を図るよう努めることも、事業者の負担を軽減する上で有効である。また、そう

しながら、環境影響評価制度を積極的に活用して、立地地域の理解促進に努め

るとともに、環境影響評価結果を自然公園法等の許可手続きの際に活用するこ

とも、地熱発電の開発を円滑化する上で有効な手法である。

④電気事業法等保安規制への対応

地熱発電設備は、電気事業法の保安規制において、火力発電設備として規制

されており、ボイラー・タービン主任技術者の選任等が必要となっている。これは、

温泉発電等小規模な地熱発電における発電コストを押し上げる要因になってい

る面がある。このため、今後、一般の火力発電設備に比べて低温、低圧の蒸気、

熱水を利用する地熱発電設備の特性を踏まえ、その安全性についての検討も

行い、具体的な見直しに向けての要望事項をとりまとめていくことが必要であ

る。

５．地熱発電と立地地域との共生

（１）立地地域の理解を促進する必要性

発電用施設の立地の促進及び運転の円滑化を図り、安定的かつ低廉な電気の

供給を確保することは、国民生活及び経済活動にとって極めて重要である。一方、

発電された電気の受益者は、立地地域に限られるものではないため、発電用施設

の設置にかかる地元の理解促進等を図ることが必要となる。特に地熱発電の場合

には、有望な地熱開発地域のほとんどが温泉地域に近接している。そのため、地

熱発電の開発に際して、温泉の枯渇等に対する懸念を抱く温泉事業者等からの反

対があると、実際には温泉に対する悪影響のない事業であっても坑井の掘削が事

実上不可能となったり、温泉事業者等との調整に時間を要し開発期間が長期化し

たりする。こうしたことから、地熱発電の開発に当たっては、調査段階から、地域の

信頼と協力を得ることが不可欠である。

（２）地熱発電と立地地域との共生への取り組み

地熱開発促進調査では、調査を目的とする坑井掘削を行う際に、周辺の温泉地

の温泉資源に影響を及ぼしていないかどうかを確認するために、温泉事業者の協

力を得て温泉源泉のゆう出量、温度等のモニタリングを実施するとともに、簡易な

環境影響評価も実施している。

これらのデータを積極的に公開することにより、調査段階から、地域の信頼と協
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力を得ることは、地熱発電の開発を円滑に進める上で重要である。

また、地熱発電所が立地地域と共生するためには、電源立地地域対策交付金

等の制度を積極的に活用することが有効である。一方、地熱発電事業者自ら地域

との共生を図っていくことも必要である。地熱発電所立地地域において、次の表に

示すような温泉との共生の例も多く、これらを参考として積極的に共存共栄の道を

拓くことが重要である。

（出典：地熱発電に関する研究会調べ）

その際、地域活性化のためのニーズ把握、国・地元・事業者がともに参加する議

論の場として、国の「電源地域振興指導事業」による地域振興プランの作成等の事

業を活用することも一案となる。そうしたプランに即して、国による支援措置や事業

者による共生のための取組が有機的に組み合わさり、効果的に地域の振興が図ら

れるよう関係者は努めるべきである。特に、地元温泉事業者が抱く地熱発電所の

建設・運転による温泉の枯渇等に対する懸念を緩和・払拭し、開発に対する理解を

得るとともに、地元自治体の理解と協力を促進していくためには、以下のような対

策を講じていくことが重要である。
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① 事業者は、開発に際して、地熱開発の温泉に対する影響に関する調査デー

タの提供等を通じた科学的分析に基づく説明を行い、理解の促進に努める。

開発着手後においても継続的な温泉のモニタリングを温泉事業者と共同で

実施し、相互の信頼関係の維持に努める。

② 温泉事業者と地熱開発事業者等との間での定期的な対話や、地熱発電に

関する広報活動を推進する。

③ 学識経験者、温泉事業者を含む地元関係者等の意見を踏まえた共生のた

めの事業化プログラムを作成する。

おわりに

世界的に地球温暖化問題への対応が求められる中において、地熱資源大国であ

るアメリカ合衆国やインドネシアが地熱発電の開発に積極的に取り組む等、世界的に

も地熱発電への期待が高まっている。

世界第３位の地熱資源国である我が国も再度地熱発電の価値を見直し、地熱発

電の開発に真剣に取り組むことが必要である。

本中間報告に盛り込まれた様々な事業環境整備のための提言を踏まえ、関係者

の適切な役割分担の下、低炭素社会の実現に、地熱発電がより大きな一翼を担える

ような動きが進むことを、強く期待する。
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審議経過

平成２０年１２月１日 第１回地熱発電に関する研究会

・ 地熱発電に関する研究会の設置について

・ 地熱発電を巡る状況について

平成２１年１月３０日 第２回地熱発電に関する研究会

・ 地熱発電の経済性と開発リスクについて

・ 自然環境に配慮した地熱発電開発等

・ 地熱発電所の周辺温泉への影響

平成２１年３月１２日 第３回地熱発電に関する研究会

・ 今後の地熱発電の開発見通し

・ 地熱発電の開発促進のための方策

平成２１年５月１４日 第４回地熱発電に関する研究会

・ 離島における地熱発電の状況及び今後の可能性

・ 体系的に貯留層を維持・管理する新しい総合システム（先進的貯留層管

理システム）

・ 国による地熱技術開発の再開の必要性

・ 中間報告（案）
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